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米国の対中追加関税第 4 弾：一部品目への適用が 12 月に延期 

 

ポ イ ン ト 

⚫ 8月 13日に米国通商代表部（USTR）が 9月 1日に発動予定としていた対中追加関税第 4弾の一部

品目の発動延期を決定。中国への譲歩というよりも産業界の反発や年末商戦への影響を配慮した

面が強い。 

⚫ パブリックコメント・公聴会で要請された一部品目は追加関税リスト自体から削除された。 

⚫ トランプ大統領が「関税が国内消費者に打撃を与える」という論理を事実上認めたことになるが、これ

が一時的なものに終わるのかは要注目。 

 

１.  第 4 弾追加関税の一部品目への適用が 12月に延期： 

8月 13日、USTR は、9 月 1日発動予定の対中追加関税第 4弾について、スマートフォンやノート

PC、ゲーム機、玩具、衣類などの一部品目への適用を 12月 15日に延期すると発表した。また、発表さ

れた最新の追加関税対象品目リスト（9月発動分のリスト A と 12月発動分のリスト Bに分かれる）から

は、パブコメや公聴会の内容を反映して、5月 17日時点の暫定リストから一部品目が除外された。USTR

は「健康、安全、国家安全保障、その他の要素に基づく」除外措置であると説明。更に第 3弾までと同

様、適用除外申請を行う意図も表明された。 

図表１に示したように、5月 17日の暫定リストは HTS コード[1]8桁で品目を記したセクション 1 と、HTS

コード 10桁で記したセクション 2に分かれていた。8月 13日発表のリストは上述の通り発動日毎にリスト

A・Bにまとめられている。発表された品目リストと 2018年輸入実績データから試算すると、リスト A（9月

1日発動分）は 3,243品目（約 1,123億㌦）、リスト B（12月発動分）は 555品目（同、約 1,589億㌦）とさ

れ、輸入額でみると半分以上が 12月に延期される見込みだ。 

図表１：5 月 17日の暫定リストから 8 月 13日の修正の概要 

 

（出所）USTR、USITCより丸紅経済研究所作成 

 

                                                   

[1] HTS (Harmonized Tariff Schedule)コードは、米国で HS コードの代わりに用いられる商品分類番号。8桁が最大の

HS コードに対して HTS コードは最大 10桁の番号で構成される。 

2019年 8月 16日 

https://ustr.gov/about-us/policy-offices/press-office/press-releases/2019/august/ustr-announces-next-steps-proposed
https://ustr.gov/sites/default/files/enforcement/301Investigations/List_4A_%28Effective_September_1%2C_2019%29.pdf
https://ustr.gov/sites/default/files/enforcement/301Investigations/List_4B_%28Effective_December_15%2C_2019%29.pdf
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２.  なぜ延期に踏み切った？：年末商戦などへの影響について認識を改めたか 

トランプ政権がこうした決定に踏み切った理由として、当初足元で進行中の対中交渉を意識した中国側

への譲歩を指摘する声もあったが、実際には国内産業や年末商戦に配慮したためと考えられる。トランプ

大統領は対外政策のツールとして追加関税を用い始めた昨年以来、関税は米国消費者のコスト負担に

はならないと一貫して主張してきたが、今回の延期決定については、「これはクリスマスシーズンのため、

追加関税が米国の消費者に影響を与えないようにするためだ」と、これまでの主張とはやや異なる説明

を行っている。 

 

３.  適用が延期された品目：スマートフォンなど、年末商戦への配慮がうかがえる内容 

では、今回の措置で追加関税適用が延期された品目とはどのようなものなのか。具体的にリストの内

容をひも解くと、スマートフォンやノート PC 類、ゲーム機、玩具類などが主な延期対象品目となっている。

これらの品目は年末商戦における主力商品である。加えて、今回の延期対象品目には、有機化学品やフ

ットウェア製品など、6 月に行われたパブコメや公聴会で企業・産業団体が免除を要請した品目も多数含

まれている。したがって、今回の延期対象品目の選定にあたっては、年末商戦を中心とした国内消費へ

の影響に加えて、産業界からの要請に一定程度の配慮がなされたとみることができるだろう（詳細につい

ては 6月のパブコメ、公聴会を分析した経済研レポートを参照）。 

 

（出所）USTR、USITCより丸紅経済研究所作成 

 

４. 削除された品目：パブコメ・公聴会の要請が一定程度反映されたかたち 

今回の決定では、一部品目の関税適用延期に加えて、5 月時点の暫定リストから 23 品目が削除され

た（図表 3）。削除品目については、延期対象品目以上にパブコメ・公聴会の要請が色濃く反映された内

容となっている。タラ・サーモンなどの魚介類（アラスカ州上院議員ら連名での要請）、クレーンなどの港湾

HTS2 品目概要
輸入実績

（2018年）

85 電気機器、PC等 625.3億㌦

84 機械類 424.7億㌦

95 玩具類 219億㌦

64 フットウェア 66.9億㌦

39 プラスチック製品 45.3億㌦

63 織物類 26.4億㌦

73 鉄鋼製品 20.7億㌦

61 衣類 18.9億㌦

96 雑品 15.7億㌦

29 有機化学品 15.1億㌦

94 家具類 15億㌦

69 陶磁器類 14億㌦

67 羽毛製品等 13.5億㌦

その他 68.7億㌦

合計 1589.1億㌦

図表2：12月に延期された品目

https://www.marubeni.com/jp/research/report/data/US_190628_abe.pdf
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用重機、コンテナ類（港湾団体の要請）、ゲルマニウム（半導体産業協会の要請）など、ほぼ全ての品目

がパブコメ・公聴会で反対意見が表明されたものである。教会関係者からの要請の強かった聖書などの

宗教関連書籍も関税対象から外されている。一方で、中国製品への依存度が 90%以上とされる花火類は、

パブコメ・公聴会で強い要請があったにもかかわらず、追加関税の免除は受けられなかった。パブコメ・公

聴会での要請全てが通ったわけではなく、要請を退けられた産業・団体は、9月 1日以降、追加関税の負

担に対処しなければならない。 

 

（出所）USTR、USITCより丸紅経済研究所作成 

 

５.  米国経済への痛みを一次的に和らげる麻酔にはなるが、米中交渉の不透明感は継続 

9 月発動予定の追加関税が一部とはいえ延期されたことが市場では大いに好感され、13 日の米国株

式市場は特に延期対象品目に関連するハイテク企業株などを中心に大幅高となった。しかし、今回の決

定が中国側への譲歩として米中交渉を好転させる材料になるとは考え難い。7 月末以降、米中間では閣

僚級を中心とした協議が進められているが、具体的な合意の道筋は依然見えていない。一方、8 月 5 日

HTS8 Description 概要

0303.69.00
Other fish in Bregmacerotidae et al,etc. frozen, excluding fillets, other meat portions,

livers and roes.

0304.71.10
Frozen cod fillets, skinned, in blocks weighing over 4.5 kg, to be minced, ground or

cut into pieces of uniform weight and di-mension.

0304.71.50 Fillets, frozen, of cod, other than above.

0304.72.10
Frozen haddock fillets, skinned, in blocks weighing over 4.5 kg, to be minced, ground

or cut into pieces of uniform weight and dimension.

0304.81.10
Frozen salmon fillets, skinned, in blocks weighing over 4.5 kg, to be minced, ground

or cut into pieces of uniform weight.

0304.81.50 Other frozen salmon fillets.

0304.95.90
Alaska pollack chilled or frozen fillets,in bulk or in immediate containers weighing

with their contents over 6.8 kg each.

2511.10.10 Natural barium sulfate (barytes), ground

2511.10.50 Natural barium sulfate (barytes), not ground

2816.40.20 Oxides, hydroxides and peroxides of barium.

2818.20.00 Aluminum oxide, other than artificial corundum.

2826.90.90 Other complex fluorine salts, nesoi.

2827.49.50 Chloride oxides and chloride hydroxides other than of copper or of vanadium.

2844.40.00
Radioactive elements, isotopes, compounds nesoi; alloys, dispersions, ceramic

products and mixtures of these products; radioactive residues.

3606.90.30 Ferrocerium and other pyrophoric alloys in all forms.

4901.99.00
Printed books, brochures, leaflets and similar printed matter, other than in single

sheets.　※HTS10コードで細分化。4901.99.0040（聖書等）のみが関税適用から除外。
書籍

8109.20.00 Zirconium, unwrought; zirconium powders.

8112.92.60 Germanium, unwrought.

8426.11.00 Overhead traveling cranes on fixed support

8426.12.00 Mobile lifting frames on tires and straddle carriers.

8426.19.00 Transporter cranes, gantry cranes and bridge cranes.

8426.20.00 Tower cranes

8609.00.00
Containers (including containers for transport of fluids) specially designed and

equipped for carriage by one or more modes of transport.
コンテナ類

魚介類

化学品等

レアアース

等

重機類

（港湾用）

図表3：除外された品目リスト
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には中国を為替操作国に認定、13日にはファーウェイなどの中国ハイテク企業 5社の製品を政府調達か

ら排除する措置が開始するなど、中国側の姿勢を一層硬化させる材料が出てきている。米中交渉の難航

に加えて、第 4 弾追加関税に対して中国側からは報復関税で対抗する発言も出ている。また、米国側は

昨年 9 月に発動した第 3 弾追加関税の税率も当初 10％から始めたが、最終的に今年 5 月に 25％に引

き上げる措置を行っている。第 4弾の対象製品は消費財を約 40％含むとされ、輸入額の面でも過去の第

1-3 弾の合計を上回る規模となる。国内の消費者への打撃を考えれば、米政府も慎重な決定を下すと考

えられるが、依然予断は許されない。 

以上のように、今回の延期措置について楽観的な解釈はあまりできないが、数少ないプラス要素は、

年末商戦への配慮という形で、トランプ大統領が「関税は国内の消費者に打撃を与える」という論理に基

づく行動を初めて見せたことかもしれない。こうした兆しが一時的なもので終わるのか、今後も継続するの

かどうかについては注視が必要だ。 

以上 
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